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２Ｆ１５ 

日本の論文数はなぜ減少したのか：その前に「なぜ論文を書くのか」 
 

 
○飯嶋秀樹（同志社大学大学院），山口栄一（京都大学大学院） 

 

 
要旨 

2000 年代になって世界では日本だけが論文数を伸ばさなかった。「研究成果を論文発表することは、

最も創造的な営みのひとつ」であるから、これは日本の創造性が衰退し始めた兆候と考えてよいだろう。

本研究の目的は、論文数の減少がなぜ問題なのかを考えながら、日本の論文数が 2000 年代に伸びを失

った原因を明らかにし、日本の科学研究が創造的な発展を遂げるための方策を探ることである。日本の

論文数の推移を研究分野ごとに詳細に分析した結果、物理、物質科学、生化学・分子生物学などサイエ

ンス型産業を支える基幹科学の論文数が 2003 年前後を境に急減し、一方、サイエンス型産業の一翼を

担う化学の論文数が急減しなかったことを見出した。日本全体の論文数の停滞と、物理と化学の論文数

の増減パターンの違いの原因を明らかにするために、論文数と博士課程学生数との相関性を比較検討し

た。日本全体の論文数と博士課程学生数とのあいだには非常に高い相関性がみられたが、物理では、学

生数の変動が６年後の論文数と高い相関性があることを見出した。2000 年代初頭に物理論文が急減した

原因は、1990 年代後半のサイエンス型産業（特に半導体）の衰退が引き金となって、物理専攻の博士課

程学生数の減少を招き、数年後の若手研究者の減少という事態に至る連鎖的反応であることが分かった。 

 

 

１． はじめに 

 

2000 年以降、日本の論文数が停滞していること

はよく知られている。（*1）1975-2012 年に世界で

発行された英語の学術論文（自然科学）の国別の

推移を Web of Science（以下、WoS）を用いて確

認した（図１）。米国は一貫して単調に増加を続

けており、2000 年以降は中国の増加が著しかった。

日本は 1996 年に英国を抜き米国に次いで世界２

位となったが、2003 年から論文数は停滞し、2005

年ごろから減少に転じた。そして 2006 年には中

国に抜かれ、さらに 2010 年に英国、ドイツに同

時に抜かれ、2012 年の時点で日本は世界第５位で

ある。日本の論文生産能力は 2000 年前後にピー

クに到達したが、日本以外の国々はどこも増え続

けている。研究者はなぜ論文を書くのかを考えな

がら、日本の科学の創造的発展の方向を探りたい。 

 

 

 
 

図１．世界の学術論文（英語、自然科学）の国別

の経年推移：出典、Web of Science, 1975-2012；
少なくとも一人の著者の所属機関の所在地が当

該国である論文の件数；検索日、2013 年 8 月 17 日。 

 

２． 日本の論文数の推移：研究分野ごとの比較 

 

WoS を用いて、研究分野ごとの日本の論文数（英語、自然科学）の推移を調べた。図２に示したよう

に、多くの研究分野で論文数が減少あるいは停滞していることを初めて見出した。特に物理と物質科学、

生化学・分子生物学などサイエンス型産業を支える基幹科学分野の論文数の減少が著しい。2003 年以降

の物理学の論文数の急減は注目すべき事実である。一方、化学はサイエンス型産業の一翼を担う基幹科

学のひとつであるが、物理とは論文の増減パターンがまったく異なっていた。化学では 2000 年代に多

少の増減はあるものの、論文数を大きく減らしてはいない。 
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図２．日本の学術論文（英語）の研究分野ごとの論文数の推移：出典、Web of Science, 1975－2012；

10 分野（物理学、化学、工学、物質科学、生化学・分子生物学、神経科学、薬学、腫瘍学、細胞生物学、

高分子科学）；検索日、2013 年 8 月 24 日。 

 

 

３． 論文数と博士課程学生数との相関性 

 

１）日本全体の論文数と博士課程学生数の関係：論文数の支配因子を探るために、日本の論文数と博

士課程学生数との関係を検討した。図３a に自然科学系４研究分野（理学、工学、農学、保健）の博士

課程学生数の推移（積み上げ棒グラフ）と日本の学術論文（英語、自然科学）の推移（折れ線）を示す。

保健の学生数は毎年増え続けたが、理学、工学、農学の３分野では 1992～2006 の増加のあと減少した。 

図３ｂに示したように、論文数と博士課程学生数の単回帰分析では非常に高い相関性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．自然科学系４研究分野（理学、工学、農学、保健）の博士課程学生数と日本の学術論文（英語、

自然科学）の 1992～2013 の推移：a、博士課程学生数（左軸）出典「学校基本調査」；論文数（右軸）

出典、Web of Science(1992-2013)；言語、English；ドキュメントタイプ、Article；国/地域、Japan；
少なくとも一人の著者の所属機関の所在地が日本である論文件数；検索日、2014 年 8 月 22 日；ｂ、論文

数と博士課程学生数の単回帰分析。 

 

b） 

1992

a） 
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２）物理の論文数と博士課程学生数の関係：物理分野の論文数と物理学専攻（物理、応用物理）の博士

課程学生数の推移と相関性を図４ａに示した。学生数のピーク（1996～1997）と論文数のピーク(2003)

に６～７年間のずれがあり、一致しない。 

 ここで注意しなければならないのは、学生数は論文数に比べて一桁少ないことである。分野により異

なるが、博士課程在学中の３年間に平均３報の論文を書くとすれば、博士課程学生数と同じ数の論文が

毎年、生産されることになる。したがって、博士課程学生が博士論文のために書く論文数は論文全体の

約１割であり、残りの約９割の論文は学生以外の教員やポスドクが生産していると考えられる。すなわ

ち、図４ａの学生数のピークと論文数のピークの間の６～７年間のずれは、物理分野では博士課程を卒

業した若手研究者が６～７年後に論文を効率的に生産しているために生じていると考えられる。 

 データ数は示さないが、物性物理、有機化学、生命科学の分野で活躍した研究者３名が第一著者とし

てもっとも多くの論文を発表した年齢は、順に 30 歳、35 歳、39 歳であった。研究分野により多少の違

いはあると思われるが、平均して 35 歳前後が研究者としての論文生産性がもっとも高い年齢であると

いえそうである。したがって、博士課程学生数（25～27 歳）がピークになった年から 6～7 年後に若手

研究者数（30～35 歳）が最大になり、論文数が最大になったと考えらえる。 

 物理の学生数データを図の右方向（未来）へ６年間スライドさせた（図４ｂ、ｃ）。表に示すように、

６年間スライドさせたとき、相関係数 R=0.9127、決定係数 R2=0.8412 となり、高い相関性を示した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．物理分野の論文数と博士課程学生数との相関性：ａ、物理分野の論文数と物理専攻の学生数の推

移；ｂ、物理専攻の学生数を６年間右へスライドさせた場合；ｃ、学生数を６年間スライドさせたとき

の単回帰分析；表はスライド年数を 2年～8年に変化させたときの相関係数と決定係数の値；出典、学

生数は「学校基本調査」；論文数は Web of Science。 

  

  

３）化学の論文数と博士課程学生数の関係：化学分野の論文数と化学専攻（化学、応用化学）の博士課

程学生数の推移と相関性を図５ａ、ｂに示す。学生数は 1998 年に最大となったあと、多少の増減を繰

り返しながら 2000 年代半ばまでほぼ一定を保った。2007 年から減少し小幅な増減を繰り返した。学生

数と論文数との相関性は物理分野より高いが、十分とはいえない。 

図４で検討したように、化学の学生数データを図の右方向（未来）へ２年間スライドさせた（図５ｂ、

ｃ）。表に示すように、２年間スライドさせたとき、比較的よい相関性を示した。 

ａ） b） 

Japan, Physics 

Six-years slided 

回帰統計
重相関 R 0.917194
重決定 R2 0.841245
補正 R2 0.829906
標準誤差 408.5078
観測数 16

ｃ） 

0 2 4 5 6 7 8

0.0424 0.3373 0.7041 0.8485 0.9172 0.8338 0.6496

0.0018 0.1138 0.4958 0.7199 0.8412 0.6953 0.422

Correlation：
Physics

Slided　year

Correlation
coeffcient, R

Coefficient of

determination, R2
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図５．化学分野の論文数と博士課程学生数との相関性：ａ、化学分野の論文数と化学専攻の学生数の推

移；ｂ、化学専攻の学生数を２年間右へスライドさせた場合；ｃ、学生数を２年間スライドさせたとき

の単回帰分析；表はスライド年数を１年～6年に変化させたときの相関係数と決定係数の値；出典、学

生数は「学校基本調査」；論文数は Web of Science。 

 

 

４． 考察と結論 
 
日本の論文数、物理分野の論文数、化学分野の論文数とそれぞれの研究領域の博士課程学生数との相

関性を検討した。日本の論文数は博士課程学生数と非常に高い相関性を示したが、物理論文数と物理学

専攻の博士課程学生数、化学論文数と化学専攻の博士課程学生数とのあいだにはほとんど相関性がなか

った。これは博士課程学生数がその年の論文数に直接、影響しないことを意味している。検討の結果、

物理の論文数は６年前の学生数の変動とよく相関した。これは、卒業して数年～10 年間の実務を経験し

た 30 歳代前半の若手研究者数がもっとも効率よく論文を生産することを示唆している。化学では２年

前の学生数の変動とよく相関していた。物理と化学のタイムラグの差は、研究分野により研究組織や研

究支援体制が異なるためであろう。日本全体では学生数と論文数はよく相関しているように見えるが、

これは保健分野の影響を強く反映していると思われる。 

2000 年代初頭に物理論文が急減した原因は、1990 年代後半のサイエンス型産業（特に半導体）の衰

退（*2）が引き金となって物理専攻の博士課程学生数の減少を招き、数年後の若手研究者の減少という

事態に至る連鎖的な反応であった、と考えられる。創造的な若手研究者の育成は大学だけの問題ではな

い。日本のサイエンス型産業が栄え、博士課程学生が増える環境を維持することが必要である。 
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b） ａ） 

0 1 2 3 4 5 6

0.7127 0.8057 0.8134 0.7323 0.6373 0.6046 0.6295

0.5079 0.6492 0.6617 0.5362 0.4062 0.3656 0.3963

Correlation 
coeffcient, R

Coefficient of 

determination, R2

Correlation：
Chemistry

Slided　year




